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２００８年９月１６日 

同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会御中 

                            崇仁まちづくり推進委員会 

会 長  奥 田 正 治 

 

検討項目４「改良住宅の管理・運営及び建て替えの在り方について」 

に対する意見書 

 

 標記検討項目について、以下のように意見がまとまりましたので、貴委員会に対し提出

いたします。 

 

１．検討項目４の全般にかかわる京都市の問題提起の在り方について 

 第１回貴委員会に提出された標記検討項目４の資料（第５回貴委員会資料４の P1～p4

と同様）を精読しながら、長い間パートナーシップとして協力しながら困難な課題に立ち

向かってきた私たちは、やり場のない悲しみとともに憤りを感じざるを得ませんでした。

改良住宅には「不適切な入居実態」「空き家」が多くあり、「家賃」「共益費」「店舗使

用料」「駐車場使用料」「家賃減額制度」等において公営住宅より緩やかとなっており制

度上改善の課題があるということや、まちづくりでの「透明性の確保や拡がり」において

「市民の共感を得られる状況に至っていない」という点について、改良住宅建設の趣旨や

経過、それらを踏まえてこれら諸問題について京都市と協議を重ねてきた内容が紹介され

ることなく、記述されていたからです。この文書（資料）が公開されることからすれば、

これら諸問題について、その「条件・経過・内容」を丁寧に説明することがなければ、同

和地区の住宅はまるで「悪と不合理」のスラムであるかのように受け止められ、差別を助

長・再生産するものであると言わざるを得ませんでした。私たちは、京都市に対して、検

討項目の審議に際しては、ていねいにその条件・経過・内容を貴委員会（市民）に説明・

公開することを求めました。 

 その結果、第 5 回委員会には「参考資料(p5～18)」、第 6 回委員会には「資料５」にお

いて一定の補足が行われたと推測しております。 

 

２．検討項目４とまちづくりについて 

 リム副委員長は、私たちの崇仁まちづくりに「五つ星計画」等のご提言などをしていた

だくなど、長年かかわっていただき、よくご存じではありますが、まだ改良事業が完了し

ていない崇仁地区におきましては、検討課題４は住宅の買収や新規住宅建設等と深く連動

しています。崇仁地区を視察していただいた時に説明を受けられたかと思いますが、改良

地区とは名ばかりで改良住宅が狭い土地に密集し、建て替え用地の確保できず、計画さえ
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もが進展しないという現状も抱えています。また、建て替えや空き家の活用は、私たちの

アイデンティティやコミュニティーづくりに深くかかわる問題でもあります。「ふるさと

を胸はって名乗りたい」「建設戸数不足のため離散せざるを得なかった家族に帰ってきて

ほしい」「応能応益家賃や画一的な住宅建設で地域活動の核となる家族が地区外に流出し

ていった」「自分の家や土地を当時の差別的な路線価に基づく安い価格で市に売却した。

買収に協力して得た金額は、高い家賃に全額支払った。何のための協力だったのか」など

挙げれば書ききれない住民の願いや声を抱えて、まちづくりをしています。 

 また、検討項目４に関して様々な提案がなされていますが、これらについて新しいアイ

デアとして出されている事業には、法律や国との関係から生じる諸制約が網の目のように

絡まっているという現実もあります。定借分譲の導入について、私たちは京都市とともに

国土交通省に陳情に行きましたが、「補助金を返還するなら可能」と言われ､導入を見合わ

せざるをえませんでした。京都市には補助金を返還する決断とそれを裏付ける予算がない

からでした。 

 財政的な観点から、建て替えでなく払下げなどというアイデアもありますが、個人所有

が可能な住民がどれくらいいるでしょうか。買えない老人や低所得者の生活等はどうなる

のでしょうか。住民の生活との連動性や法的枠組み、予算や補助などの諸側面から実現可

能性にまで踏み込んで提言してください。そうでなければ、「絵に描いた餅」のような提

言となってしまうからであり、提言しても実行できなければ、市民不信を増幅することに

なるからです。 

 

３、具体的な各検討課題について 

（１）「建て替え」について 

 ①「多様な住宅供給」については、私たちも検討を重ねておりますが、法的整合性や財

政的裏付け等の観点からの実現可能性を具体的に検討された上で提言されることを望

みます。私たちも、いろんな形態の住宅計画案に夢と期待を持ってきましたが、様々

な壁の中で頓挫している現状があるからです。 

 ② 定借分譲については、楽只地区で実施されています。その成果と課題を整理すること

が求められています。 

 ③建て替えに際して、入居を広く市民から公募すべきと言う意見もありますが、建て替

え戸数は現在入居者数を基礎とすることに制度上なっています。公募は制度改正後の

課題であるといえます。 

 ④組織の透明性や拡がりがないという課題が示されていますが、京都市はその根拠を示

していただきたく考えています。根拠なき偏見は差別です。私たちは、原則毎週木曜

日の夜、仕事後ボランティアで事務局会議を持ち、必要に応じて各町内・関係団体か

ら選出された委員や住民にも報告・協議する会議を公開で開催するなどの活動をして
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います。また、「すまい・まちづくり活動支援制度」も積極的に活用しております。 

（２）「不適切な入居実態」について 

①「ガムテープをポスト等に貼っている」住民の中には、文字も読めないため新聞も取

らず、宣伝チラシの乱入を防ぐための身寄りのない老人もいます。 

②問題は、京都市が住民の入居実態をどれだけ把握しているかという、管理業務の在り

方です。私たちは、住民の良好な生活を守る意味でも、京都市に住宅管理者として仕

事をきちんとしていただくよう常々要望しています。不正があれば、きちんと正すべ

きであるし、事情があれば相談に乗り解決に尽力すべきです。また、地域として共通

した課題が明らかとなれば、協議を提起すべきです。 

③私たちに協力を求められれば、情報提供などプライバシーに反しない形で対応してい

ます。実態把握がない推測で、公営住宅と比較し、このような提起をすること自体が、

予断と偏見によるものと言わざるを得ません。その意味でも、この内容は、貴委員会

に検討を要請するものではなく、京都市がコミュニティセンターの職員等と協力して、

入居実態把握とその原因究明について自己点検すべき職務上の問題であると考えま

す。 

④家賃滞納率についても、短期であれば公営住宅等より低い現状があり、１２か月以上

滞納者は公営住宅入居者への指導時期が違うという点もありますが、滞納が長期化す

る事情があれば、他府県のように事情を改善するための指導や支援をすべき京都市自

身の管理指導の問題です。 

（３）「空き家活用」について 

 ①当初、京都市は公営住宅と比較して改良住宅に空き家が多いという資料をもって、そ

の活用を提起していましたが、現状は建て替えを前提とした空き家が多く、公募可能

戸数比が公営住宅と比べ低いのが実態です。 

 ②公営住宅にも空き家があり、改良住宅地区への偏見が強くある中で、公募実態を精査

検討すべきと考えます。崇仁地区では、これまで建設戸数不足から地区外転出を余儀

なくされた公営住宅入居者などの転入希望や地区内未入居世帯からの公募や結婚対策

も含め広く空き家対策を検討し、行っています。 

（４）「共益費の適正化」について 

  住民自治に基づく共益費の適正化とその徴収についての原則論には何ら異議がありま

せんが、住民自治能力は改良住宅地区だけの問題ではありません。改良住宅建設の経緯

や高齢者が圧倒的に多い入居者実態を踏まえ、「適正」の内容が検討される事が必要で

す。京都市が地元入居者との協議をしない現状があり、また適正原案を提示せずに、い

たずらに貴委員会に検討課題として提起すること自体が無責任であると考えます。 

（５）「家賃等に関わる公営住宅との差異」（家賃、減額制度、店舗使用料、駐車場使用

料徴収）について 
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 ①私たちは建設趣旨も経過も法的根拠も異なる改良住宅と公営住宅の家賃を同じにする

ことに果たして社会性があるのかどうか疑問を持ち続けています。改良住宅の家賃を

公営住宅並みに引き上げることについては、昭和 54（1979）年以降平成 13（2001)年

に至る 22年間という長期裁判となったが、「従来、同和地区の改良事業は、行政と地

区住民の協力によって進展してきた経過からして、今後も，同和地区とりわけ崇仁地

区のまちづくりの円滑かつ早期の進展を図るには，住宅の維持管理をはじめ、事業推

進にあたっては、行政と住民団体が協力・連携し、同和問題の解決を進めることが必

要となる。このため，本件訴訟についても，約 20年間にわたる経緯はあるものの，以

上のような大局的観点から，裁判所の和解勧告に応諾し，和解に向けた具体的協議（滞

納家賃の支払方法）を行う」として和解が成立しました。 

 ②また、平成 12（2000）年から実施されることになった公営住宅家賃と同様の応能応益

（的）方式による「新家賃制度」の施行に際して、私たちの要望に対する次のような

京都市からの回答をもらいました。 

 「一方で，この『新家賃制度』が今後の崇仁のまちづくりを進めるにあたって阻害要因

となるのでは，という御指摘もあります。 

   本市といたしましては，今後，入居者の収入分布や収入実態，家族構成や収納率な

どのデータを定期的に点検することにより，新家賃制度のメリット，デメリットを検

証し、今後の崇仁のまちづくりにどのような影響を及ぼすかを崇仁まちづくり推進委

員会の皆様と色々な角度から協議、検討してまいりたいと考えております。 

   また，昨年の 12月 2日付で回答しました，今後新規に建設する改良住宅の家賃の負

担調整措置につきましても，崇仁のまちづくりを進める観点から，家賃制度の検証を

行うなかで検討し，貴委員会と協議してまいります。」 

   この回答を踏まえ、今後のまちづくりへの観点から、住民の生活実態に照応した家

賃体系の検討を双方が確認しあうことになりました。 

 ③その後、私たちは京都市と積極的に改良事業推進とコミュニティ形成の観点から「家

賃勉強会」を精力的に開催し、別紙の「改良住宅の家賃体系のあり方『中間まとめ』）」

を平成 15年 3月に作成し、改良住宅家賃は、住民が土地家屋を半ば強制的に提供して

きた経緯を公平に家賃に反映させ、かつ低額所得者の家賃がやや高くなっても地域の

中核となり子育て世代の青年・壮年層の家賃負担を軽減できる従来の「減価償却方式

家賃」の導入を検討していただきたいと要請もしてきました。最高額の応能応益家賃

は、近隣のマンションや建て売り住戸購入のローン月額と大差がないという現実も浮

かび上がりました。 

 ④したがって、家賃体系が公営住宅と同じになったことを前提とした「家賃減額制度」

や「店舗使用料」「駐車場使用料」の見直し、一元化については、これら経過を十分

認識していただいた上で、ご提言いただくことを熱望します。 
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４．まとめ 

 貴委員会が、まず部落差別の現状や同和行政の到達点を確認した上で、検討課題につ

いての討議を行っておられないことに遺憾の意を表します。部落差別についての実態評

価をせず、法体系も趣旨、経過の全く違う改良事業に対する行政施策を、公営住宅と一

体的運営をすることが公平であるとの大前提とした議論は納得できません。しかも、当

事者の一方である地元住民が委員として参加できない中で、住民にとって死活問題の案

件について、これまで意見書を出して要望をしてまいりましたが、その内容が討議検討

されることなく、３回程度の討議で、結論を出されることに深い憂慮を示すものです。

私たちの意見書に対する貴委員会の見解をお聞かせ下さい。強く要望いたします。 

 






































